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中国における株主代表訴訟制度の問題点と
多重代表訴訟の導入
The Problem of Shareholders’Derivative Suit and  
































会社の 1％以上の株式を保有する株式会社の株主は、取締役、上級管理者 2）に同法 149 条に規





































ては株主が持続して 180 日以上保有しなければならないとされる（中国会社法 151 条 1 項）。ま
た、最高裁の「会社法の若干問題に関する規定（一）」第 4 条によれば、会社法 151 条で定める
180 日以上の持続保有期間とは、株主が裁判所に訴えを提起するときに、既に 180 日を保有し
ていると解される。この 180 日の期間は、日本会社法 847 条 1 項～ 3 項と同様、原告株主が会










































（日本会社法 52 条 1 項 52 条の二第 2 項、53 条 1 項、103 条 2 項、120 条 4 項、213 条の三第 1






























































































































立法化すべきであると考えられる。これを受け、2016 年 4 月 12 日に公表された最高裁の「会
社法における若干問題の規定（四）（徴収意見稿）」（以下、司法解釈（四）徴収意見稿とする）








































































































1）最高裁の「会社法の若干問題に関する規定（一）」（2006 年 3 月 27 日）、「会社法の若干問題に関する
規定（二）」（2008 年 5 月 5 日）、「会社法の若干問題に関する規定（三）」（2010 年 12 月 6 日）、及び
2016 年 4 月 12 日に発表された最高裁の「会社法の若干問題に関する規定（四）（徴収意見稿）」があ
る。
2）会社の総経理、副総経理（実務上、日本の代表取締役、副代表取締役に相当する）、財務責任者、上場
会社の取締役会秘書及び定款において定める他の者を意味する（中国会社法 216 条 1 項）。
3）TheAmericanLawInstitute,PrinciplesofCorporateGovernance:AnalysisandRecommendations（1992）,§
7.02.









8）前田庸『会社法入門』第 8版（有斐閣、2002 年）305 頁。
9）山田泰弘「結合企業と代表訴訟（1）」『高崎経済大学論集』第 45 巻第 2 号（2002 年）33 頁。
10）実質的支配者の定義は、会社の株主ではないものの、投資関係または契約あるいは他の方法によって





13）最判平成 21・3・10 民集 63 巻 3 号 361 頁。






19）裁判所の訴訟費用に関する受取方法では、請求財産が 5 万元以上 10 万元未満の場合 4％、10 万元以上
20 万元未満の場合 2％、20 万元以上 50 万元未満の場合 1.5％、50 万元以上 100 万元未満の場合 1％、
100 万元以上の場合 0.5％とされている。
20）金子宏直「株主代表訴訟における弁護士報酬の問題（一）」『民商』113 巻 2 号（1995 年）223 頁。
21）江頭憲治郎・前掲（注 14）499 頁。









27）根本伸「「多重代表訴訟」の特殊性と普遍性」『法律論叢』第 85 巻第 1 号（2007 年）292 頁。
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